
第２０７回 教育研究評議会 議事録 

 
日 時：令和４年３月１０日（木） 

                                １３時３０分～１４時４０分 
                             場 所：事務局第１会議室（本部棟３階） 
                               （オンライン併用） 

 
出席者 
    学長（議長）       梅原             
    理 事          髙木、三宅、谷地、蛯名、岡田         
        副学長          椛島、佐土原、泉 
    教育学部         木村、梅澤（秋）、白取         
    経済学部         佐藤、奥村           
    経営学部         真鍋、大森              

理工学部         眞田、羽深 
都市科学部        藤掛、小池 
国際社会科学研究院    中村、永井、西川 
工学研究院        梅澤（修）、窪田、丸尾 
環境情報研究院      四方、菊池、山田 
都市イノベーション研究院  勝地、大野、須川 

    先進実践学環       根上、河潟 
教養教育主事       関谷 
附属図書館長       大原 

 
議 事 

 
Ⅰ 議事録確認 
   第２０６回教育研究評議会議事録（案）（資料１）について、原案のとおり確認した。 

    
Ⅱ 報告事項 

 
 １．議長報告 
   議長から、資料２に基づき、次の事項について報告があった。 

 
（ 1）2/11 国際シンポジウム「防災×環境×ＳＤＧｓ」参加（ｵﾝﾗｲﾝ） 
（ 2）2/15  湘南ヘルスイノベーションパーク関係者 来訪 
（ 3）2/16  校友会（YNU 会長会） 出席 
（ 4）2/16 YNU 上海同窓会 出席（ｵﾝﾗｲﾝ） 
（ 5）2/17  感謝状贈呈式（高額寄附者） 挙行 
（ 6）2/18 横浜市 訪問 
（ 7）2/18  ダイバーシティ連携協議会 KT 定期総会 出席（ｵﾝﾗｲﾝ） 
（ 8）2/19  第 5 回都市科学シンポジウム「都市を複眼的に思考する」 出席 
（ 9）3/1   感謝状贈呈式（アメフト部 OB） 挙行 
（10）3/4   文部科学省との意見交換会 出席（ｵﾝﾗｲﾝ） 



（11）3/4   国立大学協会 通常総会 出席（ｵﾝﾗｲﾝ） 
（12）3/5   ESD 研修会 出席（ｵﾝﾗｲﾝ） 
（13）3/7   コマツ春の連携協議会 出席（ｵﾝﾗｲﾝ） 
（14）次期役員・部局長等、次期学長補佐・学長特別補佐、次期評議員について 

（資料２－１～資料２－３） 

   
 ２．委員会報告 
   議長から、委員会の開催状況について、資料２－４のとおり報告があった。 

 
３．理事、副学長、部局等報告 

   理事、副学長、部局等から、次の事項について報告があった。 

 
 （ 1）理事（総務・評価・広報・施設担当）・副学長 
   ・資料３－１のとおり文部科学大臣から第４期中期目標が提示されたことを受け、資料３－２の

とおり第４期中期計画の認可申請を行った旨の報告があった。 
・本学関係者の新型コロナウイルス感染状況等について、オミクロン株の流行により依然として

本学関係者にも多数の感染者等が出ている旨の報告があり、併せて感染防止策の徹底が周知さ

れた。  
・新型コロナウイルス感染拡大防止に対する横浜国立大学の行動指針を、資料３－３のとおり更

新する旨の報告があった。 
・令和３年１１月の経営戦略懇談会で依頼した、各部局における部局長と教員との対話について、

実施状況等について３月の経営戦略懇談会で報告いただきたい旨の説明があった。 
（ 2）理事（研究・財務担当）・副学長 
  ・資料３－４のとおり、令和３年度優秀研究者の受賞者が決定した旨の報告があった。 
（ 3）理事（教育・情報担当）・副学長 

・資料３－５に基づき、アドミッションポリシーの見直しについて報告があった。 
・資料３－６に基づき、令和４年度一般選抜の実施状況について報告があった。 

（ 4）副学長（国際担当） 
  ・資料３－７及び資料３－７－１のとおり、大学間学術交流協定の更新を行った旨報告があった。 

 
Ⅲ 人事事項報告 

議長から、資料４に基づき、人事事項について報告があった。 

 
Ⅳ 審議事項 

 
１．第４期中期目標・中期計画期間における財政改革方針（案）について 

議長（学長）から、資料５に基づき、第４期中期目標・中期計画期間における財政改革方針（案）

についての説明があり、審議の結果、原案のとおり承認された。   

  
２．国立大学法人横浜国立大学教職員労働安全衛生管理規則の一部を改正する規則（案）等について 
  理事（総務・評価・広報・施設担当）から、資料６－１～資料６－４に基づき、国立大学法人横

浜国立大学教職員労働安全衛生管理規則等の一部を改正する旨の説明があり、審議の結果、原案の

とおり承認された。  

 
 ３．第４期中期目標・中期計画にかかる令和４年度計画について 



   理事（総務・評価・広報・施設担当）から、資料７のとおり令和４年度計画を作成した旨の説明

があり、審議の結果、原案のとおり承認された。 

 
 ４．情報システム運用基本規則等の一部を改正する規則について 
   理事（教育・情報担当）から、資料８－１～資料８－６に基づき、情報システム運用基本規則等

の一部を改正する旨の説明があり、審議の結果、原案のとおり承認された。 

 
５．大学院理工学府規則の一部改正について 

   理事（教育・情報担当）から、資料９－１～資料９－２に基づき、理工学府博士課程前期の修了

要件の変更及び博士課程後期の教育分野の変更に伴い、理工学府規則の一部を改正する旨の説明が

あり、審議の結果、原案のとおり承認された。 

 
６．高大接続・全学教育推進センター規則等の一部改正（案）について 

   理事（教育・情報担当）から、資料１０－１～資料１０－６に基づき、高大接続・全学教育推進

センターに全学的に教職課程を実施するための組織を設置することに伴い、関係規則を改正する旨

の説明があり、審議の結果、原案のとおり承認された。 

 
 ７．令和３年度学生表彰（学業成績、学術研究活動等）について 
   理事（教育・情報担当）から、資料１１－１～資料１１－２に基づき、令和３年度の学生表彰に

ついて説明があり、審議の結果、原案のとおり承認された。 

 
 ８．大学間学術交流協定の締結について 

理事（教育・情報担当）から、資料１２及び資料１２－１に基づき、大学間学術交流協定の締結

を行う旨の説明があり、審議の結果、原案のとおり承認された。 

 
９．文部科学省委託期間終了後の「留学生就職促進プログラム」について 

理事（教育・情報担当）から、資料１３に基づき、今年度で文部科学省からの委託期間が終了す

る留学生就職促進プログラムについて、来年度以降も事業継続する旨の説明があり、審議の結果、

原案のとおり承認された。 

 
１０．４月以降の海外派遣条件について 

理事（教育・情報担当）から、資料１４－１～資料１４－２に基づき、４月以降の海外渡航を伴

う国際交流事業及び教育研究活動を行う際の渡航条件について説明があり、審議の結果、原案のと

おり承認された。 

 
１１．名誉教授称号授与の推薦について 

学長から名誉教授の選考は、「横浜国立大学名誉教授の称号授与規則」に則り、教育研究評議会が

行うものである旨の説明の後、名誉教授称号授与予定者を推薦した部局長等から、資料１５（回収

資料：資料１５－１～資料１５－６）に基づき、被推薦者の説明があり、審議の結果、原案のとお

り１７名の名誉教授称号授与が承認された。 

 
Ⅴ その他事項 

 
 １．令和４年度予算内示額及び予算編成の基本方針について  
   議長（学長）から、令和４年度予算内示額及び予算編成の基本方針（案）について意見を徴する



旨の説明後、理事（研究・財務担当）から、資料１６に基づき、文部科学省からの令和４年度予算

の内示に基づき、令和４年度予算編成の基本方針（案）を作成した旨の説明があった。 
予算編成の概要は次のとおり。 

・収入については、前年度比約 1 億 2,900 万円増となっているが、退職手当分の収入増が主な要因

であり、退職手当（特殊要因）を除いた運営費交付金と自己収入の合計は前年度比で約 2 億 2,400
万円の減となっている。これに応じて教育研究費、学長戦略経費、一般管理費等の支出は前年度

比で減額となっている。 
・教職員人件費の支出が増額となっているのは、退職者の増加に伴う退職手当の増額によるもの。 
・大型受託研究の獲得により間接経費収入が前年比約 1 億 2,800 万円増となっており、URA 等の人

件費、電子ジャーナル、消費税、学長戦略経費等の支出に充当する。 

 
その後、質疑応答では特段の意見は無く、原案のとおり経営協議会に付議することが承認された。 

  
 ２．国立大学法人横浜国立大学教職員就業規則に基づく職務命令について 

 
 

非  公  開   

 
 
 

３．令和４年度教育研究評議会等開催日程について 
   議長（学長）から、資料１７に基づき、来年度の会議日程について説明があった。 

 
Ⅵ．その他 

 
１．今年度末で離任する評議員・役員及び定年退職となる幹部職員から、離任に伴う挨拶があった。 

 
以上 


